
 

 

 

 

 

 

被災市街地における 

土地活用の促進等に係るガイドブック 

低平地編（改訂版） 

（防災集団移転促進事業移転元地等） 
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０ 背景と目的 
 

① 被災地における現状 

東日本大震災の津波被害を受けた沿岸被災市町村内（以下、「被災地」という。）の市

街地の復興にあたっては、以下の手法を組合せて復興事業が行われた。 

1) 嵩上げ：今次津波による浸水区域の中の一部を土地区画整理事業または津波復興

拠点整備事業により嵩上げし、そこに居住地を中心とする市街地（「嵩上げ造成

地」）を整備する。 

2) 移 転：今次津波による居住を制限する区域を設定し、浸水区域外に住居を移転

する。居住を制限する区域となる「低平地」は災害危険区域として指定し、この

区域の住宅宅地については防災集団移転促進事業により買い取り公有地として

「移転元地」となる。住居は、防災集団移転事業により整備された「高台移転

地」や「嵩上げ造成地」、「地区外」で再建されている。 

被災地において、復興事業として土地区画整理事業等で整備された「嵩上造成地」で

の空き区画の発生、津波浸水し防災集団移転促進事業の「移転元地」を含む「低平地」

での土地利用の決まらない買取公有地の発生がみられる状況にある。 

特に、「移転元地を含む低平地」では、より安全な宅地への移転のため沿岸部に災害危

険区域を設定し、移転促進区域として移転元の住宅用地等を市町村が買い取った。その

公有地となった「移転元地」について土地利用ニーズの低下により、利活用の見込みが

立たない、ということが課題となっている地域が存在している。また、移転元地を含む

「低平地」では、公有地と民有地がモザイク状になっており、土地の利活用や管理がし

にくいということなどが課題となっている地区が存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 必要な対策 

このような空き区画については、何も対策を行わなければ、土地の利活用が図られな

い。そのため、土地利用の意向のない所有者から、土地を使いたい利用者に、土地を円

滑に供給することが必要となる。また、利用意向者の問合せを待っている状態では低平

地の土地のニーズを捉えることには限界があり、積極的に情報発信を行うことも必要。 

低平地（移転元地）

防災集団移転促進事業

地区外での再建

地区外での再建
嵩上造成地

高台移転地

浸水区域

災害危険区域 土地区画整理事業等

「移転元地を含む低平地」における 
利活用や管理がしにくい空き地の発生 
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このように、土地を使いたい方に、土地を使ってもらうように促すことが必要である

が、被災地においては民間取引に委ねていても不動産取引が活発に行われるとは限らな

い。そのため、公共が関与する形で土地を使いたい方に円滑に供給する、土地所有者に

円滑に供給を促すための仕組みを構築することが重要である。 

 

③ 本ガイドブックについて 

本ガイドブックは、全国及び被災地における先行的な取組や、復興庁で実施したモデ

ル調査の結果を踏まえ、土地活用の仕組を構築するにあたっての方法をまとめたもの

で、基本となる取り組むべき事項を段階に分けて手順を解説したものとなっている。 

なお、参考となる留意点や事例等も示しており、これから取り組む地域が、体制や取

組の目的、所有する土地情報等を踏まえ、地域にあった仕組みが構築できるよう、取組

手順を示している。 

本ガイドブックは、不特定多数の利用主体に対して土地情報を分かりやすく提供する

ことで土地利用を図る手法を、土地属性に着目して整理したもの（嵩上造成地編、低平

地編）、利用主体を想定してそれらへのサウンディング調査を経てマッチング実施まで至

る手法を整理したもの（利用主体想定編）を作成している。 

「嵩上造成地」と「低平地」は、仕組みの構築の方法は両エリアとも共通のところも

あるが、民有地が主の「嵩上造成地」と公有地が主の「低平地」と土地特性が異なり、

土地情報の整理状況も異なるため、「嵩上造成地」（７段階）と「低平地（移転元地）」

（９段階）に分かれている。最後に維持管理等の「土地保全の検討」を留意点とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

嵩上造成地（主に民有地） 

生活再建型 土地活用型 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

６ マッチング後・契約 

７ 情報更新 

４ マッチングの準備 

５ マッチングの実施 

低平地（主に公有地） 

土地活用型 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

３ 土地活用方針の作成 

９ 敷地整序等 

７ マッチング後・契約 

８ 情報更新 

５ マッチングの準備 

６ マッチングの実施 

土地保全の検討 土地保全の検討 
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「利用主体想定」は利活用可能性のある利

用主体を想定して、サウンディング調査等や

地元との計画検討を踏まえてマッチングを行

うものを対象に作成している。嵩上げ造成

地、低平地のいずれにおいても４段階の手順

に分けて整理している。 

なお、本ガイドブックは、被災市街地の復

興に資することを目的としているが、平時の

まちづくりにおける取組でも活用可能な内容を含んでおり、今後のまちづくりにとっての参考と

しても活用いただきたい。 

 
  

利用主体想定（公有地・民有地） 

１ 利用主体を想定し探す 

２ 利用主体のニーズを把握 

３ 土地利用支援策を検討 

４ マッチングの実施 
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Step1 土地活用の目的を明確にし、組織体制を構築 

 

 

  

〇 既存組織で対応する場合は、例えば、土地情報を持つ防災集団移転促進事業の担当部署、

産業誘致に関係する商業・産業部署、農林水産業部署等が連携する体制がある。 

〇 よりスムーズに施策を実行するため、責任分担のさらなる明確化、政策の重点化のため、

新規の専任部署を立ち上げる方法もある。 

→事例 1－①（大船渡市） 

 

■ 土地活用の庁内組織体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 
 

ポイント 

  

１ 目的に沿った組織体制を構築 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜ガイドブックの各ページの読み方＞ 

① 低平地の土地活用の仕組みの構築に向けて検討すべき事項を 9 つの段階に分けて解説 

② 解説として、各段階で実施する取組を「Step」として示している。 

③ 「Step」において実施する具体的内容について「必要な取組項目」を順序ごとに   で

示しており、   の内容を行うことで仕組みが構築できるような構成となっている。 

④    の下には実施にあたっての「ポイント」を示しており、この記述を参考に地域に応

じた内容で    を実施することができるようになっている。 

※ 地域の特性に合わせて、簡易に取り組むことも可能 

⑤ 最後に、参考となる取組事例を紹介。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

  

１   組織・仕組みづくり   
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

  

  
５ 

  
マッチングの 準備 

  

７ 
  

マッチング後・契約 
  

１ 
  

組織・仕組みづくり 
  

２ 
  

基礎情報の収集整理 
  

３ 
  

 

土地活用方針の 作成 
  

４ 
  

土地所有者 意向の把握、土地情報のまとめ 
  

Step １ 
      土地活用の目的を明確にし、組織体制を構築 

  
  

６ 
  

マッチング の実施 
  

８ 
  

情報更新 
  

９ 
  敷地整序等 

  

土地活用型 

③「必要な取組項目」 

・Step において、具体

的に実施する内容 

・この事項を実施する

ことで取組の構築を

進める 

・取り組む順番に記載

している 

⑤ →事例〇―〇 

・取組内容の事例 
＜被災地での取組事例＞ 

事例１－① 大船渡市における組織体制と変遷 

大船渡市では、跡地（低平地）利用を市の重要課題として、土地利用課と分離した被災

跡地利用推進室（4名兼任）を創設した。被災跡地利用に特化し、総括や総合調整を担当

している。 

責任部署を明確化、役割分担することで、情報整理等の準備やマッチングの運用開始時

において、必要な業務量の消化やマッチングの仕組みの構築が可能となり、円滑な土地活

用の取組を可能としている。また、その他、各課職員が兼務している。 

 

部署 役割等 

主担

当 

4 名 

被災跡地利用推進室 土地利用課 13 名の内、4 名が室の主担当と

して兼務 

連携 その他、各課職員が室の業務を兼務  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「ポイント」 

・「必要な取組

項目」を進め

るにあたって

のポイントを

記載 

・記載を参考に

して取組を進

める 

②「Step」 

・各段階で実施すべき内容 

赤字 

・要点を示す 

①「検討すべき事項」 

・9 つの段階に分けて解説 
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■ 土地活用の促進等に係る主な用語の定義 

用語 説明 

マッチング 土地取引に向けて、土地情報を整理し提供することで、空き地の土地活用をし

たい売主・貸主（土地所有者）と立地希望の買主・借主（利用者）を引き合わ

せ、契約交渉の機会を提供する取組（きっかけづくり）である。 

嵩上造成地 土地区画整理事業等※の基盤整備の中で盛土工事により嵩上造成した区域のこ

とをいう。（民有地及び公有地の換地が主となる） 

※ 被災市街地復興土地区画整理事業（防災集団移転促進事業の住宅団地の場合

もあり）、津波復興拠点整備事業（一団地の津波防災拠点市街地形成施設） 

低平地 

 

津波浸水区域において災害危険区域に指定された区域で、防災集団移転促進事

業による移転元地、買い取りをされなかった民有地を含む区域をいう。 

移転元地 防災集団移転促進事業の移転促進区域として、市町村が移転する住民の住宅用

地等を買い取った公有地のことをいう。 

周辺民有地 移転元地のうちマッチング対象とする買取公有地の周辺に位置する民有地で、

一体利用による土地活用を検討する土地のことをいう。 

土地活用型 空き地の活用のため、地域内外から広く企業誘致を行い、空き地の売却・貸付

推進を図ることを主な目的とする。（個人の住宅としての利用を含まないが、ア

パート等の自己活用を支援することを含む） 

主に事業用地のため対象面積は比較的大きく、10,000 ㎡以上の場合もある。 

生活再建型 家を建てたい個人に住宅用地を提供するため、個人の住宅利用を主な対象に

し、被災地の生活再建支援を主な目的とする。 

主に住宅用地のため対象面積は比較的小さく、換地面積によっては 100 ㎡程

度の場合もある。 

市町村 マッチングに取り組む行政組織（地方公共団体）であり、被災市町村。公有地

（移転元地）の所有者であり、土地区画整理事業等の施行者でもある。 

土地所有者 民有地の土地所有権の所持者。 

売主・貸主 嵩上造成地において、土地所有者の内、売却・貸付意向のある者。 

買主・借主 嵩上造成地において、土地の購入・借地意向のある事業者や個人等。 

利用者 低平地において、土地の購入や借地による土地利用意向のある事業者等。 

利用主体 土地利用を行う事業者や個人等。（地元団体・営農者等を含む） 

まちづくり

の担い手団

体 

小さなまちづくり団体から本格的なエリアマネジメント組織のようなものま

で、民主導で土地利活用促進に取り組む団体。 

クローズ型

マッチング 

土地情報を公開せず

に、行政内部の情報のま

まマッチングを行う手

法。 

＜特徴＞ 

・行政内部の情報で対応できるため、土地情報の整

理が不十分で、情報量が少なくても実施可能 

・土地所有者の意向等で土地情報の公開が困難な場

合も実施可能 

オープン型

マッチング 

土地情報を公開し、広

く利用者を募り、マッチ

ングを行う手法。 

＜特徴＞ 

・広くホームページ等で公開し土地情報を得やすく

なるため、効果的に PR しやすく、広く立地希望者

を募ることが可能 
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  低平地（移転元地）フロー図 【土地活用型】 － 対象：公有地、一体の公有地＋周辺民有地 － 

土
地
活
用
の
促
進
等
の
取
組
の
手
順 

１  
組織・仕組
みづくり 

 
 
 
 
 
 
 

２  
基礎情報の
収集整理 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３  
土地活用方
針の作成 

 
 
 
 
 
 
 
 

４  
土地所有者
意向の把
握、土地情
報のまとめ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５  
マッチング
の準備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
６  
マッチング
の実施 
 
 

 
【土地活用型】（事業者等対象） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
７  
マッチング
後・契約 

 
 
 
 
 
 

８  
情報更新 

 
 
 
 
 

９  
敷地整序等 

 

土地保全の
検討  

Step3   庁内での土地活用方針案作成と土地の仕分け、地元との方針策定 
  

 

３ マッチングによる土地活用を行う候補地の抽出 

Step5-１ 事業者意向調査 
 

 

Step1   土地活用の目的を明確にし、組織体制を構築 
 
 

Step2  移転元地を含む低平地に関する基礎情報を収集・整理 
 

１ 情報整理のベース図の作成（GISへの展開を見据えて座標入りの地形図等を使用） 

２ 移転元地及び周辺民有地の分布、法規制、復興事業（国・県含む）、インフラ整備・復旧状況等を整理 

Ａ クローズ型マッチング ： 土地情報を公開せずに、行政内部の情報のままマッチングを行う手法 

Step５-２ マッチングに向けた体制と取組の流れの構築 

 

Step８   定期的な情報更新 

２ マッチングの取組の流れの構築（クローズ型・オープン型） 

１ 庁内、関係機関を含めたワンストップ対応可能なマッチング実施体制を構築する 

３ 土地登記情報、地籍調査（国土調査）有無、移転元地買取時の面積設定等、面積設定のための情報を確認 

４ 情報を整理し、不足している情報を把握し、追加調査 

１ 目的に沿った組織体制を構築 
 
２ 担当職員を配置 

１ 庁内で、土地活用方針を調整し、とりまとめる 

２ 地元による土地利用方針を確認 

１ 事業者アンケート・ヒアリングの実施、ＰＲによる需要喚起 

Ｂ オープン型マッチング ： ＨＰ等で公開して、募集により土地活用を図る手法 

Step６-２ オープン型マッチングの実施 

１ オープン型マッチングの対象とする土地情報を公開する 

２ オープン型マッチングを行う場合の仕組みを決め、マッチングを実施する 

２－A 土地の情報を公開し、市町村が、土地を利用したい者（買主・借主）との間でマッチン
グを行う方法 

Step７   契約交渉・条件の擦合せと契約 

計画的に市町村等で事業化す
る土地をマッチング対象から
除外 

区画整理と異なり、土地の
基礎情報が不足し、多くの
調査が必要だが、時間がか
かる場合は、要確認・協議
等として先へ進める 

Step３を踏まえ、事
業計画に対する条件
の記載内容を検討 

インフラの整備・復旧状況
は、台帳通りではないた
め、最新状況を整理 

Step９   土地活用の実現に向けた敷地整序等 

Step4-１ 土地所有者意向の把握 
 
 
 
 Step4-２ 土地情報のまとめ（基礎情報+土地所有者意向） 
 
 １ 基礎情報と土地所有者意向の情報のまとめ（土地情報カルテの作成、図面の作成）    

２ 庁内での情報共有化 

１ 移転元地の周辺民有地への意向調査・個別ヒアリングの実施 

Step６-２、Step７での公募・
土地利用内容に対する地元の
対応方針を決定 

１ 土地利用内容に関する地元合意 

１ 既存の掲載土地情報をできる限り最新に更新する 

２ 継続的に新たな土地情報を掘り起こして仕入れる 

Step６-２を踏まえ、契約前の地元と
の調整・合意の確認を行う 
 

２ 土地を利用する者との契約交渉 

地籍調査、移転元地の買取
状況の確認が必要（地籍調
査が実施されていない登
記簿地積は精度が低い） 
 

契約に伴い、基盤整備・復旧状況・敷
地規模や形状等の不十分な低平地で
は、利用者等が利用可能な土地とする
ための基盤整備や測量実施を協議 

クローズ型
で土地活用
が進まない
場合にオー
プン型へ 

Step５-３ 広報・ＰＲの実施 

 １ 取組の方針が決まったら、その内容が伝わるよう広報・ＰＲを実施 

利用者等意向調査
の結果、立地希望が
少なく、空き区画が
多いため広く公開
することが必要と
判断した場合等 Step６-１ クローズ型マッチングの実施 

１－A 土地の情報を公開せず市町村が、土地を利用したい者（買主・借主）との間でマッチングを
行う方法介する方法 

１ クローズ型マッチングを行う場合の仕組みを決め、マッチングを実施する 

※赤字部分は、嵩上造成地と低平地で異なる項目を示す 

 
 １ 周辺環境の維持のための保全 ２ 再自然化等による保全 
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 １ 組織・仕組みづくり 

 

嵩上造成地とは異なり、土地区画整理事業等が行われておらず、庁内で移転元地の土地

活用を進める主体となる部署もない場合がある。 

組織・仕組みづくりの段階では、土地活用を進める体制づくりのため、土地所有者との

関係性、不動産の専門的知識、明確な役割分担を持った組織体制とすることが重要。その

Step・取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

土地活用型 

５ マッチングの準備 

７ マッチング後・契約 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

Step１   土地活用の目的を明確にし、組織体制を構築 

６ マッチングの実施 

８ 情報更新 

 

９ 敷地整序等 
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Step1 土地活用の目的を明確にし、組織体制を構築 

 

 

  

〇 既存組織で対応する場合は、例えば、土地情報を持つ防災集団移転促進事業の担当部署、

産業誘致に関係する商業・産業部署、農林水産業部署等が連携する体制がある。 

〇 よりスムーズに施策を実行するため、責任分担のさらなる明確化、政策の重点化のため、

新規の専任部署を立ち上げる方法もある。 

→事例 1－①（大船渡市） 

 

■ 土地活用の庁内組織体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 円滑な取組を実施するため、土地情報や土地所有者の意向に詳しい職員（例えば、防災集

団移転促進事業担当者）や、土地情報の公開や不動産業者との連携の観点から不動産関連

の知識に詳しい職員（宅地建物取引士や不動産業経験者等）を配置すると良い。 

〇 制度の立ち上げには人員を要するので、十分な人員を配置する。 

※ 対象とする地区の規模にもよるが、立ち上げには 3名程度の人員を要している。 

→事例 1－①（大船渡市）、事例１－②（いわき市） 

 
 

 

  

ポイント 

２ 担当職員を配置 

１ 目的に沿った組織体制を構築 

市町村
防集事業部署 

 

農林水産部署 

 
新規土地活用部署 

 

商業・産業部署 

 

政策部署（企画） 

 

公有地管理部署 

 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例１－① 大船渡市における組織体制と変遷（事例集：P25） 

大船渡市では、跡地（低平地）利用を市の重要課題として、土地利用課と分離した被

災跡地利用推進室（3名専任）を創設。 

被災跡地利用に特化し、総括や総合調整を担当している。 

 

部署 役割等 

主担当 

3 名 

被災跡地利用推進室 土地利用課 13 名の内、3 名が室の

主担当として兼務 

連携 その他、各課職員が室の業務を兼務  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

 

事例１－② いわき市における組織体制（事例集：P36） 

いわき市において、防災集団移転跡地活用を都市復興推進課が担い、事業者等の公募

内容の審査にあたっては他部署と連携している。 
 

部署 役割等 

主担当 

2 名 

都市復興推進課 跡地活用（公募）担当 

主担当 2 名、副担当 3 名 

※別途、嵩上造成地の公有地処分も担当 

連携 総合政策部 審査委員に参加 

産業振興部 

資料：いわき市 
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２ 基礎情報の収集整理 

 

移転元地は、嵩上造成地と異なり被災後に基盤整備が行われていない土地も多く、十分

な土地情報が整理されていない場合がある。 

基礎情報の収集整理の段階では、防集買取時の情報を活かし、情報公開に向け、一般的

な不動産取引に十分な土地情報としての整理が重要。その Step・取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

土地活用型 

５ マッチングの準備 

Step2 移転元地を含む低平地に関する基礎情報を収集・整理 

６ マッチングの実施 

７ マッチング後・契約 

８ 情報更新 

 
９ 敷地整序等 
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Step2 移転元地を含む低平地に関する基礎情報を収集・整理 

○ マッチングの取組は、有用な土地情報について、土地を利用しようとする方が得られるか

がポイントとなる。 

○ 嵩上造成地と異なり、事業が実施されていないため、移転元地を含む低平地では土地情報

が不足しているケースが多い。 

○ 取組を進めるためにも、情報を収集し土地情報を充実させることが重要となる。 

 

 

 

 

 

○ 低平地は、正確な現況図が揃っていないことが多い。そのため、土地活用を検討するため

のベースとなる現況図を作成する。（1/2500 地形図等を用いる） 

○ 図上で位置情報をわかりやすく示すことができるように、座標入りの情報としてＣＡＤや

ＧＩＳで整理する。 

→事例２－①（東松島市） 

 

 

 

 

 

 

○ 基礎的な情報として、防災集団移転促進事業の移転元地買取や復興事業等の資料より、法

規制、復興事業（国・県含む）、インフラ整備・復旧状況、接道等について情報収集する。 

※ 買取公有地の分布状況等の図面化により、一団のブロックとしての規模・形状も把握し、

土地活用の見込みが高く優先して検討すべき、移転元地や周辺民有地を抽出できる。 

→事例２－①（東松島市）、事例２－②（大船渡市）、事例２－③（仙台市） 

※ 特に、情報ニーズが高いライフライン等のインフラ状況については、最新状況を確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

○ 正確な土地の形状・面積を把握し、公表できることが重要。最新の土地登記情報・移転元

地買取状況を入手・確認し、移転元地と周辺民有地の所有者状況、合筆・分筆状況等を把

握する。（登記が未更新の場合、復興事業の未反映もある） 

○ 土地面積は、地籍調査（国土調査）の有無、移転元地買取時の状況確認を行うが、確定で

きない場合は参考面積として整理し、契約交渉時に決定するとよい。 

※ 地籍調査（国土調査）されていない場合、登記地積の精度が低い。 

 

ポイント 

１ 情報整理のベース図の作成（ＧＩＳへの展開を見据えて座標入りの地形図等を使用） 

２ 移転元地及び周辺民有地の分布、法規制、復興事業（国・県含む）、インフラ整備・復
旧状況等を整理 

３ 土地登記情報、地籍調査（国土調査）有無、移転元地買取時の面積設定等、面積設定
のための情報を確認 

ポイント 

ポイント 
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○ 収集した情報より、宅地建物取引業法の重要事項説明に準じた情報、販売促進用資料作成

に必要な情報の不足を把握し、追加調査する。 

○ 多くの調査が必要で時間がかかる場合などは、取組を先に進めるため、一定規模以上の公

有地のみを対象にするなど対象地を絞り込むことや、最低限の情報にして、マッチングを

優先し、土地利用者が決まってから不足する情報について、利用者と調整し、詳細な調査

を進めていく方法等もある。 

※ 「全国版空き家・空き地バンク」での公表項目も最低限の情報の目安として参考になる。 

 

 

■ 収集整理すべき基礎情報 

項目 情報元の例 

＜地区全体＞ 

移転元地の分布、周辺民有地の分布と所有者意向、広域位置図、地区

の土地利用計画、復興・復旧事業等の周辺事業スケジュール 

地区へのインフラ（供給施設）整備状況、ハザード等 

防災集団移転促進事

業の買取時情報等 

＜個別宅地＞ 

位置 所在、地番、地図（区画形状・寸法・面積、地区内位置）、

現地写真 

防災集団移転促進事

業の買取時情報等 

登記 地積（換地面積）、地番、地目、権利者（所有等） 登記情報 

価格 参考価格（不動産鑑定、既存買取価格等） 防災集団移転促進事

業の買取時情報等 

接道 接道有無、道路幅員、私道負担有無 
 

法令 

制限 

都市計画法（区域、線引、用途、地区計画有無、建蔽率/容

積率） 

建築基準法（防火、耐火、22 条、39 条、高度地区、その他） 

その他制限・必要許認可手続き（農地法等） 

イン 

フラ 

種別（電気、上下水道、ガス、通信） 

引込有無、事業者、協議先（引込元・本管復旧有無） 

 

特記 利用可能・換地処分時期、現況（地形、擁壁、残存物、土地

利用） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 情報を整理し、不足している情報を把握し、追加調査 

ポイント 
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■ 参考：「全国版空き家・空き地」バンクでの公表項目 

項目 

位置 所在、地番、交通 

登記 地積（面積）、地目、権利種別 

価格 参考価格（不動産鑑定、既存買取価格、相談扱い等） 

接道 接道有無 

法令制限 都市計画法（区域、線引、用途、地区計画有無、建蔽率/容積率） 

特記 現況（家屋有無・更地等） ※地盤・防災関連マップ機能付き 

 
＜地盤・防災関連マップ＞ 

・災害予測地図 ※ハザード 

（地震による揺れやすさ、液状化の可能

性、浸水の可能性、地震予測：震度６

弱以上、地震予測：震度５強以上、土

砂災害危険箇所、土砂災害警戒区域、

活断層図、浸水想定区域、災害履歴） 

・地形図 

（自然環境条件図、土地条件図、旧版地

形図、明治時代の低湿地図、標高マッ

プ、航空写真（国土画像情報）） 

・社会条件図 

（避難所、地価公示、都道府県地価調査、小学校区・中学校区マップ） 

 

※重要事項説明項目（宅地建物取引業法第 35 条） 

①物件に関する権利関係の明示 登記された権利の種類、内容等・私道に関する負

担 

②物件に関する権利制限内容の明示 都市計画法、建築基準法等の法令に基づく制限の

概要 

③物件の属性の明示 飲用水・電気・ガスの供給・排水施設、造成宅地防

災等のハザード区域内か否か 等 
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＜被災地での取組事例＞ 

例２－① 東松島市におけるＧＩＳ活用による買取市有地の整理と対象地の絞り込み検討 

東松島市では、買取市有地の位置と面積をＧＩＳにより図化して面積区分図として整

理している。これを活かして、対象地における一団のブロックの市有地面積を把握し、

一定規模以上の市有地を抽出して、優先的に土地情報カルテを作成しマッチングに取り

組む対象地を絞り込む検討を行っている。 

面積だけでなく、現況の貸付を含む土地利用状況もＧＩＳとしてデータベース化でき

ており、貸付可能な状況の候補に適した一団の土地の把握を可能としている。 

 

① 貸付可能地の把握とカルテ候補地面積区分の図化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 貸付け可能地の一団地面積による対象地の抽出（2,000 ㎡以上） 

 

 

 

 

 

資料：東松島市 
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事例２－② 大船渡市における災害危険区域と建築制限・移転促進区域の買取状況 

（事例集：P40） 

大船渡市では、全 26 地区の災害危険区域のうち、買取地（市有地）が相当規模で生じ

るなどした 12地区を跡地利用（移転元地土地活用）の検討対象にし、買取状況を整理し

ている。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

  

 

■中赤崎地区の被災跡地の分布状況 
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事例２－③ 仙台市・蒲生北部地区における募集要項への津波の災害リスク等情報の掲載 

仙台市では、事業者から地区の災害リスク情報の質問が多く、また、災害リスクを把握

しやすくし、災害が起こった場合の安全な退避行動が確保できるようにするため、「蒲生

北部地区 市有地利活用に係る事業者募集」募集要項では、災害危険区域について、建築

制限だけでなく、津波防災対策や災害リスク等の情報も掲載している。 

 

  ・防潮堤等の情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・津波浸水リスク等の情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

・津波避難施設等の情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：仙台市 
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３ 土地活用方針の作成 

 

土地活用方針の作成の段階では、地元の意向を踏まえて土地利用の詳細を決めていくた

め、地元と市町村が共同で、低平地の土地利用計画の方針を検討することが重要。その

Step・取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

土地活用型 

５ マッチングの準備 

６ マッチングの実施 

７ マッチング後・契約 

８ 情報更新 

 
９ 敷地整序等 

Step3  庁内での土地活用方針案作成と土地の仕分け、地元
との方針策定 
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Step3 庁内での土地活用方針案作成と土地の仕分け、地元との方針策定 

 

 

 

○ まず市町村として、低平地でどのような土地利用を図るか、庁内で検討し方針を定める。 

※ 既存計画等があれば、改めて検討・見直しを行う。 

○ 産業用地や広場・公園用地、既に売却が決まっている土地等、庁内で利活用が決まってい

る土地を抽出し、仕分ける。 

 

 

 

 

 

○ 住民組織（自治会等）と協力して土地利用の方針等の検討を行い、地元としての低平地の

土地利用のあり方、地元で使う土地等を決める。 

○ 利活用が決まらない土地をマッチングにより土地を利用する者を募集することについて、

地元の同意を得る。 

※ マッチングで決める土地利用の内容についても、地元の同意を得ると、募集後の立地企

業等との調整が円滑に進む。 

（この段階で同意を得なくても、マッチング後に同意を得る方法もある。） 

  →事例３－①（大船渡市） 

 

 

 

 

○ １、２で抽出した土地を除外し、マッチングの対象とする土地を絞り込む。 

※ 面積を広くとることにより土地活用が図れる可能性が高くなるため、周辺民有地も含め、

一団のブロックとして設定すると良い。（意向調査の対象となる民有地を把握） 

 

１ 庁内で、土地活用方針を調整し、とりまとめる 

２ 地元による土地利用方針を確認 

３ マッチングによる土地活用を行う候補地の抽出 

ポイント 

ポイント 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例３－① 大船渡市における地元との協働による低平地の土地利用方針の検討 

（事例集：P40） 

大船渡市では、まちづくり専門家の協力を得て、住民組織と土地活用に関する検討の場

づくりを行い、低平地の土地利用方針について、地区ごとに地元と協議し、土地利用方針

を検討している。 

検討の結果、広場整備による土地利用等、地元が利用する土地を抽出し、市が整備等を

支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

  

〔取組の流れ〕 
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４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

 

土地所有者意向の把握、土地情報のまとめの段階では、事業者等のニーズに合った土地

を用意し、低平地全体の土地活用をより進めるため、買取公有地と共に周辺民有地の一体

利用を検討し、土地活用意向を把握し、一体利用への参加を働きかけが重要。その Step・

取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

Step4-１ 土地所有者意向の把握 

土地活用型 

Step4-２ 土地情報のまとめ（基礎情報+土地所有者意向） 

７ マッチング後・契約 

９ 敷地整序等 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

５ マッチングの準備 

６ マッチングの実施 

８ 情報更新 
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Step4-１ 土地所有者意向の把握 

 

 

○ 移転元地の周辺民有地について、移転元地との一体活用の可能性を明らかにするため、周

辺民有地の意向調査を実施する。 

※ 調査の負担も考慮し、移転元地の分布状況を整理した上で、移転元地と一体的に一団の

ブロックとして利活用の可能性がある周辺民有地に調査対象を絞り込むことで、効率的

に調査を行うことが可能。 

※ 地区内土地所有者の土地利用拡大意向も合わせて把握するとよい。 

  →事例４－①（大船渡市） 

○ 意向調査にあたって土地所有者（所在・宛先）の特定が必要であるが、土地登記情報と実

際の所在が異なる場合があり、住民基本台帳等の照会・確認による方法も考えられる。 

※ 市外在住の所有者の場合、住民基本台帳等による特定が難しくなる可能性が高いので注

意。 

○ 周辺民有地の所有者に対して、自己活用予定の有無、売却・貸付・交換に関する意向を調

査する。 

○ あわせて、マッチングにおける土地情報の公開に備え、個人情報保護の観点から、土地の

情報及び所有者の意向の公開の可否についても確認する。 

○ 低平地の土地活用を促進するため、必要性の高い周辺民有地に対しては、意向が変化する

こともあるので継続的に働きかける。 

※ 相続問題、抵当権等の問題、土地活用の判断ができない場合もあるので、継続的に確認

することが望ましい。 

 
 

  

１ 移転元地の周辺民有地への意向調査・個別ヒアリングの実施 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例４－① 大船渡市における土地所有者への意向調査（一体利用の承諾）実施（事例

集：P40） 

大船渡市では、2017 年に書面によるアンケートを実施し、民間事業者等が土地活用の

意向が生じた場合の売却・貸付への協力の有無を確認した。 

また、2018 年には個別面談を実施して、土地所有者の意向を再確認した。 

・アンケート「民有地を含む被災跡地利活用推進のための意向調査について（お願い）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

  

１ 意向調査項目 

 (1)市もしくは、民間事業者等があなたの土地の

取得又は借りたい意向がある場合、ご協力い

ただけるのかの確認。 

(2)市有地と民有地の交換等を実施し、整理する

事業が実施された場合、ご協力いただけるか

の確認。 
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Step4-２ 土地情報のまとめ（基礎情報+土地所有者意向） 

 

 

 

○ Step3 で整理した候補地を基に、 Step4-1 で調査した土地所有者の意向を整理し加え、図

面化（見える化）し、利活用可能な土地を抽出する。（マッチング対象の土地を確定） 

※ 作成した図面を公表することで、地域住民との課題の共有、土地需要の喚起を図ること

も可能となる。 

※ 予め公表について土地所有者の同意が必要となる。 

 →事例４－②（大船渡市）、事例４－③（宮古市） 

 

マッチング対象の土地 

A 買取公有地単独で売却・貸付する一団の土地（調査の進捗に応じて B を検討） 

B 買取公有地と周辺民有地一体で売却・貸付する一団の土地（土地所有者意向を踏まえ、規

模拡大、整形化により土地活用しやすくなる場合） 

 マッチング対象から除外 

C 行政や地元で利用する土地（産業用地・公益施設用地や広場・公園用地等） 

 

○ マッチング対象とした土地について、Step2 で調査した土地情報を整理し、土地情報カル

テを作成する。 

※ カルテで整理すると土地を利用したい方にすぐに情報提供が可能となり、庁内での柔軟

な対応も可能となる。 

→事例４－③（宮古市） 

 

 

 

 

 

〇 利活用ニーズを土地利用へ結びつけるため、Step1 の体制で情報を共有する。 

※ 事業者からの立地希望に対し、柔軟に対応できる体制とする。 

※ 既存のＧＩＳ等を活用した地図システムがある場合はその活用等も検討するとよい。 

※ 例えば、立地希望に対し、既存の産業用地だけでなく、マッチング対象とした土地も紹

介するなど、マッチングの機会を逃さないように努める。 

 

 

  

１ 基礎情報と土地所有者意向の情報のまとめ（土地情報カルテの作成、図面の作成） 

２ 庁内での情報共有化 

ポイント 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例４－② 大船渡市における公有地と民有地の土地情報と公募区域設定（事例集：P40） 

大船渡市では、地元との協議結果を踏まえ、公有地と民有地一体の土地情報カルテを

作成、情報公開して一般公募を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



 

25 
 

事例４－③ 宮古市における買取市有地と周辺民有地の土地情報の整理 

（土地情報公開に向けた流れ） 

宮古市では、移転元地の買取市有地と周辺民有地の土地情報を整理し、公開までを以

下の流れで検討、実施している。 

① 移転元地の基礎的な土地情報を整理【Step2】 

② 土地活用の実現性が高そうな一団の買取市有地（ブロック）を抽出【Step3】 

 ※ 市で土地利用するブロックは除外 

③ 抽出したブロックの周辺に接する民有地の土地所有者に対して、土地活用に係る

意向把握（自己利用・売却・貸出・交換・未定・情報公開の可否）を実施

【Step4-1】 

④ 土地所有者の意向等を踏まえた土地活用に適した利活用エリア（市有地のみのエ

リア及び周辺民有地と一体のエリア）を選定【Step4-2】 

⑤ 当該エリアの土地情報カルテの作成【Step4-2】 

⑥ 公開用データを作成、土地情報を公開し、マッチング（企業誘致等）を実施

【Step5,6】 

 

①～② 買取市有地の土地情報の整理 

市有地（    ）と民有地が混在している移転元地の土地情報を整理 

 

 

 

 

 

 

③～④ 買取市有地と周辺民有地の一体のエリアでの土地情報の整理 

 隣接する民有地の土地所有者に土地の利活用に係る意向把握を実施 

 →公有地と土地活用の意向のある民有地を集約 

  

 

 

 

 

 

資料：宮古市 

※赤枠が市有地及び土地活用の意向の 

 ある民有地＝土地活用に適したエリア 

※青枠が土地活用に適したエリア 

・ 意向調査結果 

3.市有地との土地交換も貸地も

4.その他

意向不明（無回答・未返信・宛先不明）

2.市有地との交換はできないが、

1.市有地との交換を考えても良い。

貸地であれば考えても良い。

問

２

選

択

肢
出来ない。

土地情報の公開を希望しない
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⑤～⑥ 土地情報カルテと公開用データ作成 

宮古市では、基礎的な土地情報に民有地の土地所有者の土地活用に係る意向を反映し 

再整理した上で、図面や写真等の情報を加えて、土地情報カルテを作成している。それ

を基に公開用データを作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮古市 

１ 土地登記情報に民有地と土地所有

者の意向を追加・更新 

２ 基礎的な土地情報を再整理 

３ 図面、写真等を追加 

■ 利活用エリア 

■ 現地写真 
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４ 宮古市における公開用土地情報カルテの作成 

市有地と民有地の一体利用可能なエリア設定を行い、土地情報カルテを基に、公開用デ

ータとして必要な情報を整理している。また、募集対象範囲のみを示す公開用図面を作成

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮古市 
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５ マッチングの準備 

 

マッチングの準備の段階では、マッチングの円滑な実施にあたって、事業者意向からニ

ーズを把握し、空き区画の土地活用を図るため、どのような実施体制と方法・流れでマッ

チングに取り組むのかを構築しておくことが重要。その Step・取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

土地活用型 

５ マッチングの準備 

Step５-２ マッチングに向けた体制と取組の流れの構築 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

１ 組織・仕組みづくり 

６ マッチングの実施 

２ 基礎情報の収集整理 

７ マッチング後・契約 

８ 情報更新 

 
９ 敷地整序等 

Step５-１ 事業者意向調査 

Step５-３ 広報・ＰＲの実施 
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Step５-１ 事業者意向調査 

 

 

 

○ 事業者へのアンケート及びヒアリングを実施し、事業者の土地のニーズ（立地、面積規模

等）を把握する。 

※ 収集した情報の活用に備え、個人情報の利用目的の説明等も行うことが望ましい。 

○ PR 活動も実施することで、対象地区の土地需要も喚起する。 

※ あらかじめ事業者等の求める情報や条件・支援を把握できるような設問に留意する。 

※ 産業用地誘致等の既存アンケート結果を活用し、効果的に調査対象を絞り込むとよい。 

※ PR方法として、支援制度の案内や事例の周知等を併せて行う方法もある。 

→事例５－①（東松島市） 

 

■ 調査項目（イメージ） 

属性（事業の状況） ・業種業態等 

・当該事業の立地状況の現状や予定 

・当該地周辺の企業等との取引有無と商品・サービス 

立地・敷地条件 ・希望面積や購入・借地希望など 

・土地形状、アクセス・交通条件や周囲環境等 

希望用途 ・店舗・工場・農地などの建物用途 

検討にあたって重視
する点、市町村への要
望事項等 

・必要なインフラ状況や許認可等に関する立地条件 

・希望する支援・補助や基盤整備等 

 

○ 意向調査の対象・内容は、地域の特徴に応じて検討する。 

※ 県・他市町村等と合同で調査やニーズ分析を行う方法もある。関心の高い企業・業種に

対しては、追加調査を実施することで、より的確なニーズ把握が可能。 

→事例５－②（いわき市・ＵＲ都市機構）、事例５－③（宮城県・ＵＲ都市機構） 

 

■ 様々な意向調査手法（例） 

宮城県・ＵＲ都市機構

合同による一斉企業

アンケート調査（宮城

県下市町） 

宮城県とＵＲ都市機構は、合同で宮城県被災沿岸部における復興市街

地整備事業地区等への企業立地促進を目的にした、企業立地意向調査

を約 5,000 社に対して実施した。 

企業立地意向調査結果については、市町に、有意回答のあった企業の

情報をフィードバックし、企業立地促進の向上の一助としている。 

→事例５－③（宮城県・ＵＲ都市機構） 

県東京事務所の活用

（東松島市） 

県東京事務所の誘致担当者に同行し、東京都内事業者への PR も兼ね

て調査を行った。 

    
 
 
  

１ 事業者アンケート・ヒアリングの実施、PRによる需要喚起 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例５－① 東松島市の「東松島市被災市街地における土地活用促進に関するアンケート」 

 

東松島市では、マッチン

グの準備段階において、低

平地への立地に関する企業

アンケートを、市と関係性

の高い企業を対象に実施し

ている。 

このことにより、関心の

ある事業者情報、土地への

ニーズ等、市場性の把握に

努めている。 

また、市の方針・立地条

件・ＰＲ・進出企業例のペ

ージ掲載や企業誘致用パン

フレットを同封し、企業立

地促進の向上を目指してい

る。 

なお回答では、事業展開

において市に期待する事項

（問８）として、価格の軽

減と労働力確保の支援が多

く選ばれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東松島市 
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事例５－② いわき市・ＵＲ都市機構の「薄磯/豊間地区におけるビルドアップの促進」 

（事例集：P36） 

いわき市では、土地区画整理事業地区内の市有地等の空き区画の利用促進のため、土

地活用ニーズを把握すること等を目的に、ニュータウンにおける土地売買のノウハウを

持つＵＲ都市機構と連携を行っている。 

 

 

 

資料：いわき市、ＵＲ都市機構 

 
事例５－③ 宮城県・ＵＲ都市機構の「宮城県被災沿岸部における企業立地意向調査（2017

年度）」 

宮城県とＵＲ都市機構は、合同で宮城県被災沿岸部における復興市街地整備事業地区等

への企業立地促進を目的にした、企業立地意向調査を約 5,000 社に対して実施した。 

企業立地意向調査結果については、市町に、有意回答のあった企業の情報をフィードバ

ックし、企業立地促進の向上の一助としている。 

 

●アンケート発送先等 発送数約 5,000社、2018年 1月実施（記者発表資料より） 

① 生活利便施設：宮城県に既店舗、事務所がある小売商業、飲食及びサービス業等 

② 製造業：水産加工・食品加工、物流等 

③ その他、業界団体等の会員 

資料：宮城県・ＵＲ都市機構 

  

連携した取組 

・市有地のうち業務用地に関する企業意向アンケートの共同実施 

・市有地の販売に関するＵＲ都市機構から企業・団体へのヒアリング 
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Step５-２ マッチングに向けた体制と取組の流れの構築 

 

 

 

○ マッチングの実施にあたり、Step1 で構築した体制をベースに、必要な体制を構築する。

特に、立地希望の問い合わせに対して、速やかなワンストップ対応を可能とする。 

 ※ ワンストップの素早い対応が成約に効果的。 

  →事例５－④（東松島市）  

 

＜自治体以外の組織との連携等の事例＞ 

● 地元組織が独自でマッチングを実施。 

※ この場合、市町村も連携して取り組むことが望ましい。 

  →事例５－⑤（いわき市：ふるさと豊間復興協議会） 

● NPO が事務局となり宅地建物取引業者と連携してマッチングを実施。 

※ 市町村が出資して、事務局が宅地建物取引業者に対し助成を実施。 

→事例５－⑥（鶴岡市：つるおかランド・バンク） 

 

 

■ マッチング実施体制（役割分担）のイメージ 

市町村：意向調査や働きかけ、立地希望問い合わせを受けての照会。地元住民への説明

や合意の調整等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

意向調査、働きかけ、照会 

市町村 土地活用部署等 

ワンストップ対応可能な部署間連携 

周辺民有地の所有者

 
利用者等

 

審査・土地の紹介 問い合わせ 

地元住民

説明や合意 

１  庁内、関係機関を含めたワンストップ対応可能なマッチング実施体制を構築する 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

 

事例５－⑤ いわき市における区画整理事業地区における「ふるさと豊間復興協議会」の体

制と流れ（事例集：P20） 

ふるさと豊間復興協議会（豊間区・認可地縁団体）は、NPO法人や各専門業者と連携し、

マッチングを希望する土地所有者の確認、土地の登録、立地希望者からの問合せ対応、地

区外居住者への PRを実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ふるさと豊間復興協議会（いわき市） 

 

  

事例５－④ 東松島市における企業立地問い合わせ対応体制における窓口の一元化 

東松島市では、各立地希望者から、各担当窓口がばらばらに問い合わせを受けて対応し

ていた。その体制を見直し、企業立地対応部署の新設による窓口の一元化による対応と、

協力課との連携による、ワンストップ対応可能な部署間連携によるマッチング実施体制の

構築のため、以下のような体制見直し案を検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

資料：東松島市 
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事例５－⑥ NPO 法人つるおかランド・バンクによる空き家・空き地の総合的な活用と中心

市街地活性化（事例集：P46） 

空き家・空き地・狭隘道路を一体の問題としてとらえ、空き家バンクでの情報公開と、

ランド・バンク事業による一体整備等により、低未利用地の土地活用を図っている 

ＮＰＯ法人である「つるおかランド・バンク」が事務局となり、取組にあたっては不動

産業者等の専門業者が参加している。 

取組を促進するため、空き家利活用のコーディネート業務等に対する助成基金事業を鶴

岡市等の出資で、NPO 法人「つるおかランド・バンク」が行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：つるおかランド・バンク（鶴岡市） 
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○ 被災地で行われるマッチングには大きく「クローズ型」と「オープン型」がある。 

○ メリット・デメリットがあり、各市町村や地区の状況を踏まえて選択する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 メリット デメリット 選択の仕方 

ク
ロ
ー
ズ
型 

 

・十分に整理できていない

（精度が低い）土地情報

でも実施可能 
・土地所有者の意向等で土 

地情報の公開が困難な場

合も実施可能 

・土地の情報が公開されない

ため、発信力が弱い 
・土地を利用したい事業者等

が市町村に問い合わせた場

合に限り成立 

・事業中、土地情報の収集・

整理中の十分に整理ができ

ていない段階で実施する場

合 
・土地所有者の意向で土地情

報の公開が困難な場合 

オ
ー
プ
ン
型 

 

・広くホームページ等で公 
開し土地情報を得やすく

なるため、効果的に PR
しやすく、広く立地希望

者を募ることが可能 

・情報公開に合わせた土地 

情報の整理や、所有者の同

意を得る等、作業量を必要

とする 

・新たな利用者の掘り起こし

がクローズ型マッチングで

は困難となった場合 
・情報発信を重視し積極的 

に利用者を探す場合 
 

○ メリット・デメリットを踏まえ、被災地では、当初クローズ型マッチングを実施し、クロ

ーズ型マッチングでは新たな利用者の掘り起こしが困難となった場合に、オープン型マッ

チングに切り替え実施している。 

○ 土地の需要が見込まれる場合などはクローズ型マッチングのみの実施、情報発信を重視

し積極的に利用者を探す場合などはオープン型マッチングのみの実施もある。 

 

 

２ マッチングの取組の流れの構築（クローズ型・オープン型） 

クローズ型とは、土地情報を公開せずに、行政内部の情報のままマッチングを行う手法 

メリット 

・行政内部の情報で対応できるため、土地情報の整理が不十分で、情報量が少なくても

実施可能 

・土地所有者の意向等で土地情報の公開が困難な場合も実施可能 

デメリット 

・土地の情報が公開されないため、土地を利用したい事業者等が自発的に市町村に問い

合わせた場合に限り成立（発信力が弱い） 

オープン型とは、土地情報を公開し、広く利用者を募り、マッチングを行う手法 

メリット 

・広くホームページ等で公開し土地情報を得やすくなるため、効果的に PR しやすく、

広く立地希望者を募ることが可能 

デメリット 

・情報公開に合わせた土地情報の整理や、所有者の同意を得る等、作業量を必要とする 

ポイント 
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■ 低平地における基本的なマッチングの取組と選択の考え方 

マッチングの取組と選択の考え方は、取組可能な状況により、以下のようなフローとなる。

土地情報の公開有無によりクローズ型とオープン型に分かれ、市町村の体制や土地活用の進

捗状況等により、マッチング方法を選択する。 

 
 
 
 
 

 
  

買取公有地（移転
元地）のみを対象 

買取公有地に周辺
民有地を含む、一
体利用を対象 

最後に立地可否を
地元が判断する形
で公募 
 
 

事前に
地元調
整実施 

調整せ
ずに早
期公開 

事前に
地元調
整実施 

調整せ
ずに早
期公開 

地元調整した土地
活用方針・募集要
項の条件に合った
公募 
 

A 土地の情報を公開し、市町村が、土地を
利用したい者（買主・借主）との間でマッ
チングを行う方法 

土地活用型 
 
 

土地活用の取組の主な目的 
 
 

事業者等の立地 
 

事前に地元説明せずに、マッチングの後に
地元調整 
 
 

ある程度の情報精度で、行政内部情報の
まま、早期に取り組む 

立地希望の見込みが小さく、空き区画が
多いため、土地情報を収集・整理し、広
く公開して募集 

 
 

A 土地の情報を公開せず市町村が、土地
を利用したい者（買主・借主）との間でマ
ッチングを行う方法 

土地所有者の意向
調査・調整等を行
い、規模拡大・整
形化を図り、より
よい条件にして土
地の情報を公開 
 

手間をかけずに、
早期に土地の情報
を公開 

Step6-1 クローズ型 
 

Step6-2 オープン型 
 

→事例：東松島市ほか 

→事例：いわき市 

東松島市 

→事例：大船渡市 

宮古市 

P40～41 P42～51 
クローズ型で進まない場合、オープン型へ 
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Step５-３ 広報・ＰＲの実施 
 

 

 

 

○ マッチングの取組の流れを構築し、方針が決まったら、その内容が、土地所有者や事業者

等の利用主体へ伝わるよう広報・ＰＲを実施する。 

○ 業種を絞りこんでＰＲすることも効果的と考えられ、地域ニーズ等を踏まえて、事業者等

へ働きかけるとよい。 

  →事例５－⑦（大船渡市） 

○ 関連施策を持つ部署と連携してＰＲすることも有効である。 

  →事例５－⑧（いわき市） 

◯ 災害危険区域内にある移転元地等では、募集要項等に、災害リスクや防災・減災対策等の

情報も掲載するとよい。 

※ 災害リスク（L1・L2津波、防潮堤、想定浸水深、避難先等）の情報提供により、リスク

を踏まえた事業計画の検討が可能になる。 

 

 

 

＜被災地での取組事例＞ 

事例５－⑦ 大船渡市における誘致業種への働きかけ 

誘致業種を想定した能動的な営業手法として、地域として必要とする機能、土地利用の

諸条件や得られる支援等をまとめた地区ＰＲ資料を作成し、事業者等への情報発信、働き

かけに取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

ポイント 

１ 取組の方針が決まったら、その内容が伝わるよう広報・ＰＲを実施 
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事例５－⑧ いわき市における、連携による広報・ＰＲ実施の検討 

いわき市では移住促進関連部署等と連携した情報発信の取り組み検討として、庁内の

他、福島県、ＮＰＯ法人、いわきふるさと誘致センターと連携し、市内外、ターゲット別

の効果的な情報発信を検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：いわき市 

 
  

県の主幹課：「地域振興課 定住・二地域居住担当」に対しては、「いわきふるさと誘致

センター※」を経由して依頼 

※いわき地方振興局（復興支援・地域連携室）、いわき市（創生推進課）、商工会議所 
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６ マッチングの実施 

 

マッチングの実施の段階では、Step５のマッチングの準備をもとに、進捗状況や各市町

村の事情等を踏まえ、様々なマッチングの方法により移転元地の土地活用を図る。その

Step・取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

土地活用型 

５ マッチングの準備 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

７ マッチング後・契約 

８ 情報更新 

 
９ 敷地整序等 

６ マッチングの実施 

Step６-１ クローズ型マッチングの実施 

Step６-２ オープン型マッチングの実施 
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クローズ型：土地情報を公開せずに、行政内部の情報のままマッチングを行う手法   

 

Step６-１ クローズ型マッチングの実施 

※ クローズ型マッチングを実施しない場合は次の Step6-2 へ 

  

 

 

○ クローズ型マッチングには様々な方法があり、地域に応じた方法を選択し実施。 

 

＜クローズ型マッチング＞ 

方法 土地の情報を公開せず市町村が、土地を利用したい者（買主・借主）との間でマッチン

グを行う方法 

 

 メリット デメリット 

方
法 

 

・立地希望にあった条件の買取公有地を

探して紹介を行うものであり、最小限

の準備で、早期に取組開始が可能 

・利用者等は、土地情報が公開されてい

ないことから、判断材料の把握に時間

がかかる 

 

 

 

 

 

○ 利用者等が立地希望を問い合わせ、市町村が希望にあった公有地等を紹介する、個別対応

によるクローズ型マッチングを行う方法。 

※ 通常の事業体制の範囲での実施可能性が高い手法。 

   →事例６－①（東松島市） 

 

＜マッチングの流れ＞ 

１）土地を利用したい者（買主・借主）が市町村に問い合わせ 

※ 市町村が問い合わせ方法を公表する場合もある。 
 

２）市町村（事業担当部局）が土地情報カルテを基に、土地を利用したい者の希望条件にあっ

た土地を紹介 

 

３）土地を利用したい者が了承すれば、市町村と契約交渉へ 

※ 周辺民有地が含まれる場合は、民有地の所有者の同意を得るとともに、契約交渉につい

ても調整する。 

１－A 土地の情報を公開せず市町村が、土地を利用したい者（買主・借主）との間でマ
ッチングを行う方法 

１ クローズ型マッチングを行う場合の仕組みを決め、マッチングを実施する 

ポイント 

ポイント 
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  ■ 仕組みのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜被災地での取組事例＞ 

  

  事例６－① 東松島市におけるクローズ型マッチング「移転元地貸付け等募集要項」 

東松島市では、土地情報の詳細を公表せず、元地の貸付けの募集を行っている。利用用

途は、細かく制限していなく、公益的目的、事業目的、その他復興に資する土地利用とし

ている。申込面積について、特に制限を設けていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

資料：東松島市 

土地所有者 市町村 利用者等 

 

 

 

 

予め周辺民有地の所有者に

事業内容等を同意確認 
１）利用者等が市町村へ問い合わせ 

  ３）土地利用者等の了承後、契約交渉 

２）市町村が利用者等に条件にあった土地を紹介 



 

42 
 

オープン型：土地情報を公開し、広く利用者を募り、マッチングを行う手法  

 

Step６-２ オープン型マッチングの実施 

※ オープン型マッチングを実施しない場合は次の Step7 へ 

  
 

 

 

○ 土地所有者へオープン型マッチングへの参加に関する意向を確認する。 

※ あわせて当初参加意向がなかった周辺民有地の土地所有者へ、参加を促すことが望まし

い。既存意向調査がある場合も、意向変化する可能性、相続などの状況が変わることに

留意。 

○ 参加意向のある土地については、Step4-2 で整理した土地情報の公開の可否を確認する。 

○ 公開するマッチング対象の土地を決定。公開する土地情報も確定し、公開用の図面・土地

情報カルテを作成する。 

 ※ 情報は宅地建物取引業法の重要事項説明に準じて作成することが望ましい。 

  →事例６－②（いわき市）、事例６－③（大船渡市）、事例６－④（宮古市） 

○ Step3 の土地活用方針を踏まえ、事業者の事業内容に係る条件や審査項目、地元説明や合

意形成の有無、造成工事等の条件を整理するなどし、募集要項を作成する。 

  →事例６－⑤（気仙沼市）、事例６－⑥（いわき市）、事例６－⑦（大船渡市） 

○ 市町村や宅地建物取引業者のホームページ・窓口で図面・土地情報を公開する。 

※ 土地所有者の意向に応じて、一部土地情報のみに限定、窓口のみの公開にすることも可

能。 

※ ホームページのトップページへの掲載（複雑な階層として掲載しない）、産業誘致等ペー

ジへの複数リンク、大まかなエリア検索など、情報の閲覧のしやすさ、利用しやすさも

重要となる。 

→事例６－⑧（東松島市） 

 

＜その他の検討事項＞ 

● ホームページでの情報公開にあたり、公開用データの作り方、データ形式や既存空き家バ

ンクとの連携等について、情報管理部署との調整を行い検討する。 

● ＧＩＳ等による土地情報システムの利用、都市計画情報や現地写真等を関連して表示する

など、ホームページによる分かりやすい情報提供方法を検討する。 

 

 

 

  

１ オープン型マッチングの対象とする土地情報を公開する 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例６－② いわき市における公開情報（事例集：P36） 

いわき市では、公有地のみを対象として、複数筆のブロック単位で範囲設定し、募集

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：いわき市 

 

事例６－③ 大船渡市における公開情報（事例集：P40） 

大船渡市では、市有地・民有地一体で、地区内を複数筆のブロック単位で区域設定し、

事業者を募集している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページで、Googleマップを利用した公開ＧＩＳ（地理情報システム）での掲載

も行い、閲覧しやすくしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市、Google 地図データ©2019 ZENRIN 、©2019 Google 

道水路等

筆数 面積（ha） 筆数 面積（ha） 地権者数 概算面積（ha）

細浦A 3 0.06 10 0.20 8 0.03 0.29

細浦B 4 0.10 7 0.14 7 0.01 0.25

細浦C 4 0.08 5 0.08 3 0.01 0.17

細浦D 2 0.02 1 0.05 1 0.00 0.08

細浦E 4 0.20 6 0.16 5 0.00 0.36

計 17 0.46 29 0.63 24 0.05 1.15

ブロック

利活用候補地

市有地 民有地 合計
（ha）

都市計画
区域

用途
地域

主な災害
危険区域

その他 電気 上水道
公共

下水道
都市
ガス

細浦 区域内 なし 第２種 有 有 無 無

・ 大船渡・碁石海岸ＩＣか
ら車で５分
・海岸防潮堤工事実施中（平
成32年度完了予定）
・漁港関係施設等災害復旧工
事による道路工事完了（H30
年３月）

地区
法規制の状況 インフラ

交通条件・現地の状況等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細浦地区 
約 0.29ha 

約 0.25ha 

約 0.17ha 

約 0.08ha 

約 0.36ha 

Ａ 

Ｂ Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 
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事例６－④ 宮古市での公開用土地情報カルテの作成（再掲） 

宮古市では、市有地と民有地の一体利用可能なエリア設定を行い、公開用データとし

て必要な情報を整理している。また、募集対象範囲のみ示す公開用図面を作成している｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮古市 
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事例６－⑤ 気仙沼市における募集要項案（例） 

気仙沼市では、募集要項の検討にあたって、優先交渉権者を決める「事業候補者」の募

集を行った。事業者の提案内容を審査した上で事業候補者を選定し、仮換地指定の後に土

地活用条件を提示した上で、土地売買・賃貸借等の契約を行う予定とし、以下のように検

討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気仙沼市 

 

事例６－⑥ いわき市における募集要項への審査～契約までに関する記載 

（事例集：P36） 

いわき市では、申込み後、審査した上で、協定締結後に事業実施計画書の提出と、地元

説明・了承が必要となる。その後、覚書を締結し契約に至ることを募集要項に記載してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：いわき市 

（決定時期︓平成３１年３月） 
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事例６－⑦ 大船渡市における募集要項の掲載項目（例）（事例集：P40） 

大船渡市では、「被災跡地における市有地の借受人及び買受人募集要項」において、以

下の特徴、掲載項目にて作成している。 

例えば、現状有姿のまま引渡しとし、市としては、筆の分割や敷地整備等は行わないと

している。 

事務所等の建物を設置するための貸付は、事業用定期借地権によるものとしている。 

一定期間中に応募のない場合、先着順とすることを記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

１ 貸付け等の対象物件 

２ 利用用途 

３ 申込する土地について 

４ 申請に必要な資格 

５ 提出書類 

６ 借受人または買受人の決定方法 

７ 売払いについて 

８ 貸付けについて 

９ 申込書の提出・問い合わせ先 

10 その他 



 

47 
 

事例６－⑧ 東松島市における空き地バンクのホームページ掲載 

トップページに空き地バンク（空き家バンクとともに）のリンクを貼り、利用者が閲覧

しやすくわかりやすいホームページへの掲載をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東松島市 
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 ○ オープン型マッチングには様々な方法があり、地域の状況に応じ、庁内の体制や人員の状

況、地元との関係性等を踏まえ適した方法を選択し実施する。 

 

＜オープン型マッチング＞ 

方法 土地の情報を公開し、市町村が、土地を利用したい者（買主・借主）との間でマッチ

ングを行う方法 

※ まず地区全体の対象地位置図だけ情報公開し、問い合わせ後に詳細調査する方法もある。 

 

 メリット デメリット 

方
法 

 

・周辺民有地と一体で、広く情報発信が可

能であり、利用者へ立地にあたっての判

断材料を提供可能 

・特に周辺民有地を扱う場合は、多くの土

地情報の準備が必要 

 

 

 

 

 

→事例６－⑨（大船渡市）、事例６－⑩（いわき市） 

 

＜情報公開後のマッチングの流れ＞ 

１）土地を利用したい者（買主・借主）が、希望する公開された土地について市町村に問い合

わせ 

※ 募集要項で定めがあれば、必要書類等を提出する。 

 

２）市町村（事業担当部局）が、土地を利用したい者の土地利用の内容を審査し、利用の可否

について連絡 

※ 周辺民有地が含まれる場合は、民有地の所有者の同意を得る。 

 

３）必要に応じて、対象地の土地利用について、地元同意を確認 

 

４）同意が確認できれば、市町村と契約交渉へ 

※ 周辺民有地が含まれる場合は、契約交渉についても調整。 

 

２－A 土地の情報を公開し、市町村が、土地を利用したい者（買主・借主）との間でマ
ッチングを行う方法 

２ オープン型マッチングを行う場合の仕組みを決め、マッチングを実施する 

ポイント 
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■ 仕組みのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の検討事項＞ 

● 事業者等の希望を踏まえて、複数筆の貸付等による一体利用、敷地整序等や民有地・公有

地の土地交換を行うなどにより、規模拡大・整形化を図ることによる事業者等ニーズへの

対応も検討する。（Step９参照） 

 

  

土地情報の公開 

土地所有者 市町村 利用者等 

 

 

 

 

１）利用者が市町村へ問い合わせ 

２） 市町村が審査し、利用者等へ公有地の利用可否を連絡 

予め周辺民有地の所有者に

よる事業内容等の確認や審

査への参加を検討 

応募資料 

  ３）必要に応じて対象地の土地利用について、地元同意を確認  
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＜被災地での取組事例＞  

事例６－⑨ 大船渡市における事業者等への募集（事例集：P40） 

大船渡市では、公有地・民有地を合わせて比較的広い面積を確保できる場所を対象

に、利活用可能な場所をホームページ上で公開し、公募を行っている。 

ホームページ等での情報公開の後、事業者から相談を受け、資料を提出してもらう。

その後、市有地・民有地ごとに手続きに入る流れとなっている。 

 

［越喜来（浦浜）地区］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公開 GIS での閲覧も可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大船渡市 

道水路等

筆数 面積（ha） 筆数 面積（ha） 地権者数 概算面積（ha）

浦浜A 13 0.37 24 0.92 8 0.09 1.37

浦浜B 16 1.96 67 2.54 18 0.26 4.76

計 29 2.33 91 3.46 26 0.35 6.13

ブロック

利活用候補地

市有地 民有地 合計
（ha）

都市計画
区域

用途地
域

主な災害
危険区域

その他 電気 上水道
公共

下水道
都市ガ

ス

浦浜 区域外 ― 第１種 有 有 無 無

・三陸ＩＣから車で５分
・嵩上げ工事実施中（H30年
夏頃完了予定）
･県道整備事業完了（H29年９
月）

地区
法規制の状況 インフラ

交通条件・現地の状況等
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事例６－⑩ いわき市における情報公開から募集、土地利用開始の流れ（事例集：P36） 

いわき市では、公有地のみを対象に、地区内を他の土地の接道確保も考慮した上で、

複数筆のブロック単位で範囲設定し、募集している。 

公有地を対象に計画提案書を募集し、審査の後に作成する事業実施計画書を地元説明

して地元合意を得た上で、協定締結。その後、必要な工事を実施して土地利用開始に至

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：いわき市 
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７ マッチング後・契約 

 

マッチング後・契約の段階では、周辺民有地と一体での土地活用を図る場合は、地元へ

の説明や合意等が重要。その Step・取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

土地活用型 

７ マッチング後・契約 

６ マッチングの実施 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

５ マッチングの準備 

８ 情報更新 

 

９ 敷地整序等 

Step７  契約交渉・条件の擦合せと契約 
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Step７ 契約交渉・条件の擦合せと契約  

 

 

 

 

○ 募集要項を踏まえ、土地利用の内容について、地元（自治会や住民組織等）の反対がない

か、地元合意の確認を行う。 

○ 地元合意の確認にあたっては、以下のような方法が考えられる。 

＜パターン＞ 

 A 市町村が、土地を利用する者と地元との間に入って、確認する方法 

 B 土地を利用する者が地元へ直接説明し、確認する方法（市町村は説明会の開催等を支援） 

 

※ 円滑に地元同意を得るため、Step3 で定めた地元の土地利用方針に基づき、事前に地元と

調整の上、土地利用の内容を募集要項等で絞り込む方法がある。 

※ 一方、公募を早く行うため、土地利用の内容の詳細を定めず、利用者を選定後に地元と調

整し、合意を得る方法もある。 

→事例６－⑩（いわき市） 

※ 地元から反対がある場合、別の応募者の選定や再募集を行うこととなる。 

 

 

 

 

 

○ 募集の条件等を踏まえ、利用者と契約交渉を行い、契約金額を決定する。 

※ 募集の条件を踏まえ、基盤整備や測量・地盤調査等の費用負担の内容について確認。 

○ 利活用を進めるため、契約金額の決定に関し、以下のような方法もある。 

＜例＞ 

 A  公有地と民有地で売却・貸付が混在する場合の契約方法として、交渉を円滑に進めるた

め、予め自治体と民有地の所有者で構成された地権者会を設立し、自治体を中心に地権

者会が土地利用者との間で交渉を行う。 

 B  利活用が難しい移転元地については、公有地借地料を固定資産税額相当額とするなど特

例を設け、利用を促す。 

→事例（東松島市：復興に資する用途について一定期間無料） 

 

※ 復興に資する利用や公益性のある土地利用等において、公有地の借地料を減免すること

で、経済的負担を軽減し土地利用を促す方法もある。 

→事例７－①（大船渡市・東松島市・仙台市） 

 

 

 

１ 土地利用内容に関する地元合意 

２ 土地を利用する者との契約交渉 

ポイント 

ポイント 
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＜その他の検討事項等＞ 

● マッチング以外にも、任意の民民の取引もあるので、妨げないように制度設計を行う。 

● 民有地の契約方式は土地所有者と調整して検討する。 

※ 被災地では、事業者等に対して、公有地と民有地の交渉は一括で行い、金額等の契約条

件についても一団のブロックとして同一の単価とする例もある。   

 

 
事例 7－① 条例・規則等に基づく公有地の借地料の減免等 

被災地では、農業等や地域の公益性のある土地利用等において、公有地の借地料の減

免や、宅地に比べて低い価額での貸し付け等を実施している事例がある。 

以下の表に、大船渡市の「大船渡市災害危険区域内における市有財産の貸付け及び譲

渡に関する規則」、東松島市の「東松島市財産の交換、譲渡等に関する条例」（詳細は、

「東日本大震災からの復興に資する事業等に係る市有財産の貸付けに関する要綱」）、仙

台市の「仙台市東部沿岸部の集団移転跡地利活用方針」（詳細は、「仙台市集団移転跡地

利活用に係る事業者募集応募要領」）等に基づく事例を示す。 

 

土地利用 市町村 減免等の内容と考え方 

農業等の利用 

大船渡市 

・農地以外で利用する場合の借地料「適正な時価×5.0％」（2025

年度までは 2.5％に減額）に対し、農地利用の場合には 10 円/

㎡（市内の一般的な農地貸付額を確認した上で同等に設定）で

貸付 

東松島市 

・農業、漁業、商業等の基盤整備又は雇用の確保を目指すものな

ど生業の再生、多様な雇用促進等に係るまちづくりに資する事

業を、東日本大震災からの復興に資すると認められる事業と

して借地料を減免 

仙台市 
・農地利用以外の場合の借地料が 46～72 円/㎡に対し、農地利用

の場合は 0.6～1.8 円/㎡（農地の固定資産税額相当額を基礎） 

地域利用 仙台市 

・町内会、子供会、地域のスポーツ少年団などの地域団体又はそ

の連合体であって、市政と密接な関わりを持つものが、その設

立目的にしたがった事業の用に供する場合は、借地料を 100%

減免 

その他、地域

振興策、行政

計画に位置付

けられた利用

等 

大船渡市 

・津波防災地域づくりに関する法律に規定する一団地の津波防災

拠点市街地形成施設（住宅施設を除く）の用地をその用途に供

するときに借地料を減免） 

・その他、東日本大震災からの復興に資するため、市長が特に必

要があると認めるときに借地料を減免 

東松島市 

・景観の保全又は東松島市環境未来都市計画の具現化に資するま

ちづくりに関連する事業、SDGs の推進に資する事業等を、東日

本大震災からの復興に資すると認められる事業として借地料を

減免 

・その他、東松島市復興まちづくり計画の具現化に資するものと

して特に市長が認める事業について借地料を減免 

資料：大船渡市・東松島市・仙台市 
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８ 情報更新 

 

情報更新の段階では、新しい情報によるホームページ閲覧等の利用維持、精度の高い情

報の維持、将来に向けた継続性が重要。その Step・取組項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

土地活用型 

７ マッチング後・契約 

６ マッチングの実施 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

５ マッチングの準備 

８ 情報更新 

 

９ 敷地整序等 

Step８ 定期的な情報更新 
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Step８ 定期的な情報更新 

○ 常に新しい情報が掲載されていることは、利用者への定期的な情報発信、仕組みの情報の

信頼度の向上にもつながる重要な取組である。 

 

 

 

 

○ 土地情報や周辺民有地の土地所有者の意向の変化を定期的に把握して情報を更新する。 

※ 周辺民有地の契約が別途成立した時も、市町村への結果報告を受けるようにする。 

 

 

 

 

 

○ 土地情報や、買取公有地周辺の民有地所有者（未登録の土地所有者含む）の意向変化（活

用意向の有無、集約意向等）を把握し、土地情報を更新する。 

○ 取組を当該地区にとどめず、平時の空き地バンクとしての継続の検討へつなげていく。 

 
 

 

  

１ 既存の掲載土地情報をできる限り最新に更新する 

２ 継続的に新たな土地情報を掘り起こして仕入れる 

ポイント 

ポイント 
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９ 敷地整序等 

 

敷地整序等の段階では、低平地において混在する移転元地と民有地の土地活用の可能性

を広げ、また被災当時のまま土地利用に不十分な基盤状況や敷地規模・形状等を改善し、

事業者等のニーズに合った条件の土地を用意することが重要。その Step・取組項目を記載

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低平地（公有地主体） 

土地活用型 

７ マッチング後・契約 

６ マッチングの実施 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

５ マッチングの準備 

８ 情報更新 

９ 敷地整序等 

Step９   土地活用の実現に向けた敷地整序等 
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Step９ 土地活用の実現に向けた敷地整序等 

 

○ Step4-2 で土地情報を整理した結果、公有地との交換に応じる可能性が高い民有地が明ら

かとなり、交換することで土地をより広く使える可能性のある候補地が明確になる。 

○ これらの土地について、交換等による敷地整序を検討・実施し、利活用しやすい環境を整

える。 

○ また、土地活用の実現のため、事業者等ニーズへの対応や土地の状況の改善に必要な造成・

基盤整備等の実施を検討する。 

  →事例９－①（気仙沼市）、事例９－②（宮古市）、 

事例９－③（鶴岡市）、事例９－④（大船渡市） 

※ 民有地に対しては、売買または賃貸の具体的な条件等の交渉を、事業者が直接行うこと

としている例もある。 

※ 市町村と事業者で造成・敷地整序等が生じる場合の条件（支援内容を含む）を示してい

る例もある。 

※ 公有地と民有地の複数筆に一体的な定期借地権を設定し、土地を集約し、一団地化して

いる事例もある。 

※ 農業・緑化等の土地利用の場合は、農業に必要な基盤整備（ガレキ撤去、排水施設整備

等）や、公有地と隣接する民有地との一体利用などの事業者ニーズも想定される。 

 

■ 公募時の工事に関する条件 

市町村 工事に関する募集要項での条件 

いわき市 市が当初公募後に造成工事を実施（測量等調査費は事業者） 

大船渡市 事業者が民有地を買い取り、市へ寄付することによって敷地を整

序。その後、市が産業用地として造成工事を実施。 

仙台市 市が前面道路＋20cm まで造成工事を実施（第１～３回募集まで） 

 

 
 

 

 

  

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例９－① 気仙沼市松崎片浜地区における低地での土地区画整理事業の実施 

気仙沼市では、事業者候補の立地意向を踏まえ、敷地整序や基盤整備のため土地区画整

理事業を低地ゾーンで行っている。被災宅地を買取した市有地と周辺民有地が混在してお

り、売却・賃貸等の土地活用の意向調査を行い、土地の集約・大街区化と一体的な売買・

貸付の契約を検討している。 

また、区域外についても土地活用意向調査を行い、道路等の公共事業用地、代替用地、

復興工事関連の一時使用地、市有地のうち利活用未定地について、図面化し、整理を行っ

た。 

 

・土地区画整理事業区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気仙沼市 
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事例９－② 宮古市における交換可能な候補地の抽出 

宮古市では、移転元地である買取市有地の分布より、その周辺民有地の意向調査を行う

ことで、交換可能な候補地を抽出することを可能としている。 

買取市有地のみだと、活用面積が小規模となり、利活用のニーズを捉えることが難しく

なるが、交換等を検討することで、大規模な土地を活用したい利用ニーズにも対応するこ

とが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮古市 

3.市有地との土地交換も貸地も

4.その他

意向不明（無回答・未返信・宛先不明）

2.市有地との交換はできないが、

1.市有地との交換を考えても良い。

貸地であれば考えても良い。

問

２

選

択

肢
出来ない。

土地情報の公開を希望しない

↑赤囲いの土地が交換の可能性

がある民有地 

公有地のみだと狭い土地に

なってしまうが、交換可能性

のある土地も含めることで、

角地の利活用の可能性もある

ことがわかる。 



 

61 
 

事例９－③ 鶴岡市における NPO 法人つるおかランド・バンクの取組（事例集：P46） 

地方都市事例であるが、NPO法人つるおかランド・バンク（鶴岡市、専門業者等が会員）

がオープン型の空き家バンク運営とともに、敷地整序等で接道・規模を確保し、空き地売

却を実現して土地利活用を図っている。 

この取組のように、土地が不整形・小規模な移転元地や売却意向の民有地を種地に、接

道・一体利用等での土地条件改善を図ることも参考になる方法と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：鶴岡市 
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■ 土地交換税制（移転元地等（公有地）と民有地の交換を支援する税制） 

移転元地については、隣接する民有地との一体活用を図り、規模を拡大し、整形化する

ことにより、土地活用が進めやすくなる。 

この場合、公有地を増やすことなく（追加的な用地買収が不要）、集約化を図り、管理コ

ストを削減する観点から、当該民有地と移転元地等の公有地を交換することが有益である。 

交換に当たっては、東日本大震災復興特別区域法第 46 条に規定する復興整備計画に移

転元地を利用する復興整備事業を位置付けることにより、民有地の所有者に課税される所

有権移転登記に係る登録免許税（国税）と不動産取得税（県税）の免税措置が適用（※）

されるので、本制度の活用が有効である。 

（※）2026 年 3月 31 日まで適用可能 
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事例９－④ 大船渡市・浦浜地区での移転元地等の土地交換による事業実施 

大船渡市では、復興整備事業を実施するために公有地と民有地を交換する際の登録免

許税を免除とする特例（平成 28 年創設）を活用して土地の集約化を進めるとともに、同

市が民有地と公有地の一体利用の調整や、企業による地元説明に対する協力など積極的

な誘致活動を行うことで、イチゴの生産・担い手育成拠点施設の立地（地方創生推進交

付金を活用）を実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：大船渡市 

  

イチゴの生産・担い手育成拠点施設 

計画図 産業用地整備事業完了後 
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  土地保全の検討 

 

土地保全の検討の段階では、マッチングの実施結果や土地保全の方針等を踏まえて、利

用主体のいない、マッチングできない、当面使われない土地を適正に保全することが重要

な課題となってくる。その取組事項を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

低平地（公有地主体） 

土地活用型 

７ マッチング後・契約 

６ マッチングの実施 

３ 土地活用方針の作成 

４ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ 

１ 組織・仕組みづくり 

２ 基礎情報の収集整理 

５ マッチングの準備 

８ 情報更新 

９ 敷地整序等 

土地保全の検討 
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◯ 未利用の移転元地について、周囲の人家の状況等を踏まえ、保全方策を検討する。 

◯ 周辺に人家が無い場合には、除草の低頻度化やほとんど手を加えない等、持続的な管理の

工夫も検討するとよい。 

※ 近隣住民による居住環境維持のための管理協力・委託として、地元住民・企業に低廉な

価格で必要最小限の草刈り等を委託する仕組み、さらには自治会等が維持管理委託費等

を収入として地区の活動、組織運営を行うマネジメントの仕組みも考えられる。 

  （道路等公共施設の草刈り等を自治会に委託し自治会の活動費に充てる事例、自治会が

土地所有者から草刈り等の土地管理委託を受けて実施する事例がみられる） 

※ 移転元地等の土地活用検討の段階で、土地保全を政策的に選択する方法も考えられる。 

→事例－①（いわき市）、被災地以外の取組：事例－②（岩手県）、事例－③（八千代

市）、事例－④（横手市） 

 

 

 
 
 

 

 

 

◯ 未利用の移転元地は長期的に安定した利用をしやすいことから、保全の一環として、周辺

状況や土地需要に応じて再自然化等を図るやり方もある。 

◯ 再自然化等によって、「今ある自然環境を保存したり、市民活動等により自然環境の回復を

図る」「無秩序な土地利用を抑制したり、多様な主体の参画を通じて持続可能な地域づくり

等に取り組む」といった方向性が考えられる。 

※ 活動団体等が主体となって自然環境の保存や植林等を行うなど、土地の荒廃を防ぎ自然

環境の回復を図ることが考えられる。 

※ 人口減少等の進展に伴い、管理放棄地や低未利用地の発生が想定され、地域の土地利用

全体のコントロールが必要となる。そのため地域づくりの方策の一つとして、地域住民

など多様な人々の参画により、再自然化に向けた持続的な取組を行うことが考えられる。 

→事例－⑤（石巻市牡鹿）、事例－⑥（気仙沼市） 

※ 存置された移転元地において、良好な自然環境が回復しており、自然を生かした公園と

して活用することを検討する等、状況により「行政として活用する土地」とする場合も

ある。 

→事例－⑦（大槌町） 

 

 

１ 周辺環境の維持のための保全 

ポイント 

２  再自然化等による保全 

ポイント 
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＜被災地での取組事例＞ 

事例－① いわき市での移転元地を地元と連携して草刈りを実施する工夫・仕組みづくり 

移転元地の公募と並行して維持保全型の取組を位置付け、空き地の草刈り等を地元と共

同で行うこととしている。地元行政区（地区住民）や地元業者（企業）へ役割分担とメリ

ットを示しながら、市を含む３者協定による制度づくりを検討している。 

次年度以降の制度の本格運用に向け、試行的運用として、市が地元業者に草刈り（除草

と集草・処分、日常監視）を、シルバー人材センター同等の金額で管理委託する形で実施

し、市・地元行政区・地元業者の協定締結と費用負担・役割分担について検証した。 

 

 

 

＜役割とメリット＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：いわき市 

 役割 メリット 

市 

全体の管理調整、 

取組の情報発信、 

維持管理に係る費用負

担（定額） 

業者・地元の協力による

低廉な額での除草の実施 

跡地に対する地元関心の

向上 

地元 

行政区 

定期的な巡回監視、 

〃清掃活動 

環境美化や防災・防犯意

識の醸成、地域の交流・連

帯感の向上や社会参画の

促進 等 

地元 

業者 

除草作業、 

異常が生じた場合の応

急措置 

※低廉な額で実施 

地域貢献活動（CSR）の実

施による企業の認知度・

イメージの向上 

 

＜被災地以外の取組事例＞ 

自治会が、市から移転元地など公有地の管理委託を受託し、その収入を自治会活動等に

使用するような地区のマネジメントの仕組みは、被災自治体や地方都市においてもみられ

ない。ただし、以下にあげるような例はみられ、いわき市のような維持保全型の地元と連

携した仕組みとして構築する可能性が考えられる。 

・空き地の草刈り等を所有者から自治会に委託 

・行政から道路等公共施設の草刈り等管理の自治会への委託 

・受託収入を自治会や地区のまちづくり活動・運営費に使用 

 

■ 空き地の草刈り等の管理委託と地区のマネジメント事例 

 空き地（宅地）の草刈り等

を委託 

行政からの草刈り等の

管理委託 

受託収入による地区活

動・運営 

①岩手県：自治会

への管理委託 
－ 

道路等公共施設の草刈

り等を自治会へ委託 

受 託 収 入 を 自 治 会 活

動・運営費に使用可能 

②八千代市：緑が

丘西自治会の取

組 

管理委託事業として、空き

地の草刈り等を所有者か

ら自治会で受託 

－ 

受託収入を自治会の活

動・運営費に使用 

③横手市：地区の

住民共助組織等

の取組 

空き家対策・跡地活用事業

の中で、市有地となった一

部空き地を自治会で管理 

道路等公共施設の草刈

り等の組織への委託 

 

受託収入を組織のまち

づくり等の活動・運営

費に使用 
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事例－② 岩手県の自治会への管理委託 

行政が自治会に草刈り等の管理を委託

している。岩手県では、委託料を収入とし

て自治会活動費に使用可能となっている。   

また同様に被災地を含む他市町村では、

公園や道路・河川について清掃・除草や花

壇づくり等の日常的な管理を行うボラン

ティア組織として、地元団体を中心に結成

される愛護会等に対し、費用負担している

事例もある。 

 

資料：岩手県 

事例－③ 八千代市・緑が丘西自治会の取組 

「管理委託制度」として、自治

会が民有地所有者から草刈り等

の委託を請け、その収入を自治

会活動費に充てている。 

自治会で有償（500円/㎡・年）

の草刈りを実施することは可能

であることから、被災地におい

て、自治会等の地元団体が、公有

地の草刈りを行政から請けるこ

とも可能であると考えられる。 

（なお、緑が丘西自治会は法人

化していないが、草刈りを実施

している）。 

資料：国土交通省（緑が丘西自治会「空き地対策の推進に向けた先進事例構築モデル調査報告書」） 

 

事例－④ 横手市・地区の住民共助組織等の取組 

自治会を母体とした地域自主組織が、高齢世帯の雪下ろしの他、買い物支援、耕作放棄

地活用等の取組を行っている。秋田県（平鹿地域振興局）と県道の草刈り作業について業

務委託契約を締結し、収入を得ることで安定運営を目指している。 

空き家対策として除却された建物の跡地を市有化し、地域の駐車場・雪捨て場に利用し

つつ町内会で草刈り等をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省、国土交通省 



 

68 
 

＜被災地での取組事例＞ 

事例－⑤ 石巻市・「おしかリンク」による長期的な再自然化に向けた移転元地の活用

（緑化により地域の森林再生の課題解決を展開するプロセス） 

「おしかリンク」は、これまで「牡鹿半島荻浜湾流域 森林再生２５年計画」の活動を

進め、地域の森林環境再生を目指して取り組んでいる。その中で、ニーズがなく使われな

い移転元地を地元の合意を得て、ウリハダカエデや地域植生を踏まえた樹種の育苗施設用

地として活用し、地域の森林再生の循環の仕組みによる取組を進めている。 

このように移転元地を活用する形で、森林再生の循環のサイクルとして取り組む幅を拡

げて関係者を増やしながら、継続的な森林環境再生を実現するとともに、長期的には移転

元地の再自然化も進め、同様の取組を他地区へ展開することも検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「牡鹿半島荻浜湾流域 森林再生２５年計画」パンフレット 
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・移転元地を活用した育苗施設利用が実現することで苗作りと植樹が可能となり、循環の

サイクルによる本取組が進むことになる。この方策を検証する実証実験として、土壌調

査・植生調査を行い、結果を踏まえ育苗に必要な土壌改良を行うとともに、移転元地の

緑化の検討材料として活用して他地区へ展開することを検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：石巻市・おしかリンク  
 

 

事例－⑥ 気仙沼市・舞根地区での湿地としての保全と地域づくりの取組 

本地区では、東日本大震災により地盤沈下した結果、40 年以上も耕作放棄地だった土地

が塩性湿地へと変化した。 
2011 年 4 月から、NPO 法人森は海の恋人が主体となり、複数の研究者らと協働で湿地

を含む陸域から海域までの自然環境調査を継続して実施している。その結果、塩性湿地は

希少生物や地域住民が大切に思う生物の生息地であることが確認され、湿地に隣接する河

川護岸を災害復旧工事として開削するに至った。湿地は環境省の「重要湿地 500」に指定

されている。 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

資料：NPO 法人森は海の恋人  
▲子供たちの総合学習の場に 

▲地盤沈下により湿地が出現 
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事例－⑦ 大槌町・町方地域「郷土財利用湧水エリア」での湿地保全と自然を生かした公

園化 

本エリアは、かつて豊富な湧水と水田が広がる土地にミズアオイが繁殖していたが、市

街地の拡大に伴い姿を消してしまっていた。 

津波により表土が流出し、存置された状態にあった移転元地において、ミズアオイの種

子が地表に出て、豊富な湧き水により再繁殖と希少な動植物の生息も確認されており、自

然回復の状況も踏まえて、町では自然を生かした公園として整備する計画を発表している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

資料：大槌町 

 

■ 再自然化のイメージについて 

再自然化の方向性として例示した２つのイメージ・事例には以下のようなものがある。

（複数要素の組み合わせ、防災・減災や環境保全、地域振興等での取組も考えられる。） 

● 今ある自然環境を保存したり、市民活動等により自然環境の回復を図る 

（例）おしかリンク：地域の森林環境再生等課題への移転元地の緑化を通した取組 

（例）牛久市等、足尾町、八幡平市、狭山市等：荒廃した土地の植林・自然再生等の活動 

・牛久市等：霞ヶ浦流域の組織・人々と連携した環境保全活動「アサザプロジェクト」 

 「100 年後にトキの舞う霞ヶ浦・

北浦を」を目標に据えている。霞

ヶ浦のアサザを守る取組から、流

域の学校や市民団体、企業、農林

水産業、研究機関、行政などの多

様な組織や人々が協働するネッ

トワークが広がり、様々な事業へ

と発展。 
 

 

資料：文部科学省（アサザ基金） 

 

・足尾町、八幡平市：鉱山跡地での植樹・緑化による自然再生等 

地域団体の活動として、旧足尾銅山跡地では、煙害で荒廃した山林の緑化、水循環系

を中心とした環境問題にも取り組む。旧松尾鉱山跡地では、県が行った発生源対策工事

による復旧後の草地等で、試験植栽を行い、森づくり活動や環境学習を実施。 
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・狭山市等：平地林や産廃跡地の植生復元・自然環境再生等「くぬぎ山地区自然再生協議会」 

 里山における廃棄物処理施

設の撤去、実生や根株の移植

等による植生の復元、荒廃雑

木林の整備等に取り組み、産

廃施設跡地を狭山市が買い上

げて植樹等も実施。 

 

 

 

 
 

 

資料：環境省 

● 無秩序な土地利用を抑制したり、多様な主体の参画を通じた中長期的な地域づくりに

取り組む 

（例）北九州市、和泉市：自然な遷移による良好な植生回復や自然が残る場所の維持 

・北九州市、和泉市：自衛隊・軍施設跡地で維持された自然の保全と緑地・公園化 

北九州市山田緑地では、弾薬庫として使用され約半世紀にわたり一般の人々の立ち入

りが制限され、宅地開発など開発行為の手が加わらず、自然環境が保たれていた森を緑

地として整備。 

和泉市信太山丘陵市有地では、自衛隊演習場として開発を免れてきた結果、市街地近

くながら貴重な湿原や草地等の多様な自然環境が維持され、自然公園化を検討中。 

 

・北九州市：当初事業目的取得し開発されなかった大規模市有地の維持・保全と管理 

北九州市では未利用市有地の今後の利活用に向けて方向付け（分類）を実施。未利用

地状況の分析から抽出された、自然環境の維持・保全の観点から効用を果たしていると

考えられる未利用地については、当初目的の事業等に活用することなく、適切な管理方

策をあらためて検討する方向として位置付け。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：北九州市 
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■ 参考資料：「グリーンインフラ推進戦略 令和元年７月」ｐ9～12（国土交通省） 

移転元地等の再自然化にあたり、「グリーンインフラ推進戦略」にある「４．グリーンイン

フラの活用を推進すべき場面」にあげられた事項との関連がみられ、その位置付け、進め方

や検討において参考としてもよい。 

 

 

４．グリーンインフラの活用を推進すべき場面 

（１）気候変動への対応 

（２）投資や人材を呼び込む都市空間の形成 

（３）自然環境と調和したオフィス空間等の形成 

 

（４）持続可能な国土利用・管理 

人口減少下で土地の需要が減少する時代においては、国土を適切に管理し荒廃を 

防ぐなど、国土利用の質的向上を図る側面がより重要となっている。開発圧力が低

減する機会をとらえ、自然環境の再生・活用や安全な土地利用の推進等により、よ

り安全で豊かな国土を実現することが重要である。 

このような観点から、土地の管理コストを低減させる工夫を行うとともに、過去

に損なわれた湿地などの自然環境の再生、地域の状況に応じた新たな用途の発見等

の選択肢を示しながら、国土を荒廃させず、むしろ国民にとってプラスに働くよう

な最適な国土利用を選択して必要な取組を進めていくことが求められている。適切

に維持管理されたグリーンインフラは、中下流域の都市と地域の防災・減災にも資

するものであり、多様な主体の参画を通じて、健全なグリーンインフラを形成する

ことは、持続可能な国土利用・管理を進める取組の重要な選択肢の一つと考えられ

る。 

 

（５）人口減少等に伴う低未利用地の利活用と地方創生 

今後、人口減少と少子高齢化の進展に伴う開発圧力の低下や土地利用の担い手の

減少により、段階的に低未利用地が発生することが想定される。また、立地適正化

計画に定める居住誘導区域外の区域においても低未利用地の発生が想定される。こ

れらの低未利用地の活用方策として、中長期的な時間軸を持ちながら、段階的に農

的な土地利用の推進や自然環境の回復を図り、グリーンインフラを形成することが

考えられる。 

コンパクトシティの考え方に基づき、無秩序な市街化を抑制する観点から、今あ

る緑地・農地等の自然環境を積極的に保存することで、グリーンインフラを形成す

ることが考えられる。 

また、地方創生の観点から、グリーンインフラの活用により、持続可能で魅力あ

る地域づくりを進めるとともに、特定の地域に継続的に多様な形で関わる「関係人

口」の増加のため、二地域居住・就業の促進、子供の農山漁村体験の充実等を図る

ことが考えられる。 

 

（６）都市空間の快適な利活用 

（７）生態系ネットワークの形成 

（８）豊かな生活空間の形成 
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■ 保安林制度の適用について 

 
● 保安林制度の意義 
 ・保安林制度は、森林法に基づく。水源のかん養、災害の防備、  

生活環境の保全の場の提供等の公共目的を達成するため、特に

これらの機能を発揮する必要がある森林を、保安林として指定

し、立木の伐採、土地の形質変更行為等の規制により、その森

林の適切な保全と森林施業を確保するもの。  
● 保安林における制限  
・土地の形質変更等の制限 
・植栽の義務  等 
● 移転元地で緑化した森林への保安林指定にあたって 
・森林（植林）が実態としてあり、植林してから枯れることなく  

一夏を通して自生することができていれば、土地の一筆ごとに

保安林の指定を受けることが可能である場合もある。 
・ただし、保安林については、伐採等の維持管理上の制約がある

ため、行政庁内での検討の他、地区住民との間で、意向把握・

検討や協議が必要と考えられる。 
 
● 低平地にある移転元地等で考えられる緑化の目的（緑の機能）と保安林の種別 
飛砂防備 
・海岸の砂地を森林で被覆

することにより飛砂の発

生を防止し、飛砂が海岸か

ら内陸に進入するのを遮

断防止 
防風 
・林冠をもって障壁を形成

して風に抵抗してそのエ

ネルギーを減殺・撹乱する

ことにより風速を緩和し

て風害を防止 
潮害防備 
・津波又は高潮に際して、主

として林木の樹幹によっ

て波のエネルギーを減殺

するほか、空気中の海水塩

分を捕捉して塩害を防止  
など 

 

資料：林野庁 


